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1．序

この論文の目的は、川崎市全体と各区（川崎、幸、中原、高津、宮前、多摩、麻生）ごとの特

徴を、隣接する東京都の「多摩市」「町田市」「稲城市」「調布市」「狛江市」と「世田谷区」「大

田区」及び横浜市の「鶴見区」「港北区」「都筑区」と「青葉区」を含めた「大川崎地域」の中で、

把握することにある。こうした方法をとる理由は、「川崎市」は地方自治体として行政区域とし

ては独立しているが、立地する企業や居住する市民の日常的な行動は、首都圏（一都三県）の中

に密接に組み込まれていて、行政区分による制約はほとんど影響することなくおこなわれている

という現実が認められるからである。行政区分ではない首都圏という地域で経済的一体性を持つ

と言えるのは、自然的にも社会的にも関東平野の中で、道路や鉄道等の交通インフラは行政区分

の境界で切断されることなく、それとほぼ無関係に建設され運営されていること、居住者が職場

への通勤や買い物にいく場所をこの行政区分を殆ど意識することなく自由に選んでいること、さ

らに進出してくる企業もこの行政区分を意識して立地選択や原材料の購入、製品の販売や労働者

の雇用などは行っていないことが現実であり、社会常識的にも誤りであるとは考えられないから

である。人々や企業は逆にこの自然的および社会的境界無き広域圏のメリットを活用して行動し、

発展しているのである。これらの経済主体の自由で合理的な経済行動や立地選択の結果、「川崎

市」及び「各区」がこの「大川崎地域」の中で「優位さ」或いは「特徴」を持つようになったと

も解釈できる。

しかし当然、首都圏の一都三県全体のなかでの「川崎市」の状況はどうなのか、より狭い範囲

すなわち「隣接する市区」のみから成る地域を設定して分析する理由はどこにあるのか訊かれる

であろう。それには首都圏の中でも川崎市と遠く離れている場所（例えば千葉県房総半島等）と

比較して選択決定することは一般的に少ないと考えられることが先ずあげられる。そして次には

自然条件や社会条件でほぼ類似し競争もしているが、無差別に近い地域の範囲で「川崎市」及び

「各区」はどのような状況にあるのか、優位さを持っているのかいないのかを把握するには、隣

接する地域を含めた地域で十分であろうと判断したからである。
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また国内の都市或いは海外の都市との比較を行う際に、特定のテーマ、例えば「都市再生」な

どに限定して行う際でも、川崎市の特徴を数量的客観的に比較可能な形で把握しておくことが重

要である。海外の都市、特に欧米の都市と比較する場合には、一般にそれらの都市は行政区分と

物理的自然的な境界がグリーンベルトなどで明確に区分され、職住近接の一体的な完結した都市

として計画的に建設されていることが一般的である。それ故に、先進諸国の大都市と日本の首都

圏にある行政区分上の都市とは単純に比較は出来ない。そこで一体性のある都市として「大川崎

地域」を設定して分析しておくことは海外都市との比較にも有用と思われるのである。

ここで分析をおこなう順序として、先ず一体としての「大川崎地域」を把握し、そしてそのな

かでの「個別７区」を主として取り上げて考察する。ここでは地形や歴史といった問題ではなく

現代の都市的活動に限定して分析するので「居住」「工業」と「商業」が主要な対象である。

２．分析の内容

都市の競争力を問題にされることが最近しばしばある。この問題は二つの点からアプローチさ

れる。一つは「競争相手の都市」を明確にすることであり、他は「何で」競争しているかである。

すなわちどこの都市と競争するのか、何に関する競争なのかである。本稿では、川崎市が近隣の

「市」や「区」と主として「居住地の立地選択」と「商業活動」に関する競争をしていることを

想定して分析する。

さて民間企業の立地選択も個人の住居の立地選択も自由に行われる。勤務先がどの「行政区域」

であるかを考慮して自分の家族と暮らす住居を決める人は少ない。勤務先からの距離(通勤に要

する時間)或いは通勤の便利さを一方で考えつつ、他方ではその家の周りの環境がどうであるか

すなわち買い物の便利さ、子供が通う学校の質と近さ、静かで緑豊かな公園が近所にあるかなど

の周辺環境が考慮されるてどこに住むかが決められるのである。人口の増加はここでは自然増と

社会増の区別は無視し、周辺居住環境が優れていることでもたらされた人口増加と考える。

工場数の増加は、他と比較して良い立地条件を持っている場所である、と考えるのである。し

かし厳密には、企業毎に立地条件は異なり、評価する条件の項目へのウェイトの付け方も立地主

体ごとに異なる。しかしここでは一つの地域を選択した事だけを評価するのである。地域の持つ

条件、輸送条件が優れているなどの優位さは後から考える。

商店数の増加や販売額の増加は一方で需要増である人口増加と他方でアクセスの改善による便

利さの向上と経済情勢一般の改善に依存するとする。値引きによる価格競争や広告による宣伝競

争は無視する。

2.1 「大川崎地域」に関する分析の結果

全体の傾向はどうであるのかを表１から表３までの結果をみつつまず最初に検討する。都筑区

は青葉区との間で行政区分の境界変更があったので、これらの区に関しては個別に議論すること

は意味がない。しかしこれらの区での変更はこの「大川崎地域」内部での変更なので全体の数値

の議論では影響はない。人口増加に関して、この「大川崎地域」全体は1997年から2004年にかけ

ての７年間は７％の増大である。全国ではこの間は0.6％の増加なので10倍以上の伸びがあった
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ことになる。この「大川崎地域」内部を見るとばらつきがかなりあり、差が顕著である。大川崎

地域全体と川崎市全体そして川崎市以外の地域全体に関してはほとんど差がない。全体としてみ

ればこれらの地域間に差がないといえる。個別にみると目立つのは多摩市であり、そこは多摩ニ

ュータウン内の建物の老朽化で他都市への移転や若年層の都心近くへの移住などの影響で負の値

をとっている。川崎市内７区の内、臨海部とそれに近い川崎区と幸区が全体以下の伸びである。

工業地帯であり、また用途地域制という土地利用規制の影響もあって居住環境が整っていないと

推測される。高津区と麻生区は平均以上の伸びである。川崎市以外の地域は伸び率の差が大きい。

町田市は、小田急線と横浜線の結節地であり交通の便が良く、歴史的にも古くから開発されて社

会資本も整備されていることから人口が増大しているのである。人口密度も比較的低いのでまだ

開発される余地はありそうだ。

工業活動では、工場数は全体では25％の減少である。考察対象期間の1997年から2004年の間に

は工場の数が増加した地域はない。世田谷区の減少率が38．5％と最も高く、麻生区の14．8％が

最も低い。また川崎市全体とその他の地域全体の減少率の差は小さい。広い範囲をとるとこの地

域間の差は少ないのである。

次に工場従業者数の変化で見ると市区間に大きな差がある。麻生区のみが28．％近い伸びを示

している。「大川崎地域」全体としては36％近い減少であり、川崎市全体でも44％の減少である。

都筑区と宮前区の減少は少ない。内陸部で中小企業が多い地域のためであろう。臨海部の大規模

工場の多い地域とは異なる結果である。

一工場当たりの出荷額の伸び率を見ると、地区全体で13．6％の減少であるが、川崎市全体で

は4％程度の減少である。川崎区、麻生区そして宮前区では増加している。この地域では「強い

工場」が生き残っていることがわかる。

商店数は全体の地域で10．4％の減少である。川崎市内は8％の減少である。増加しているのは、

町田市、都筑区そして麻生区である。後二者は10％を超える伸びで住民にとっては買い物が便利

な地域に変わって喜ばしいことである。それがまた新たに人口を引きつける要因にもなる。売場

面積で見ると、全体で14％の伸びである。鶴見区だけが減少、大田区、世田谷区、港北区は伸び

が小さく「飽和状態」にあったのであろう。高津区、麻生区、稲城市は50％を超える伸びである。

全体として「ばらつき」が大きい。しかし売場面積当たりの販売額の伸びは、全てマイナスであ

る。特に面積の増大が著しいところでは減少率も大きい。近隣地区からの買い物客の増大を予想

しての、将来的な採算性を見込んでの売場拡張と解釈できよう。効果が表れるには時間が必要で

あろう。

大川崎地域全体の動きと連動している或いはリードしているのは、臨海部よりはむしろ多摩地

域と言える。多摩区、麻生区、町田市及び世田谷区が中心で商業活動中心に拡大している。臨海

部は人口が相対的には減少している。工場数も従業者も減少している。しかし一工場当たりの出

荷額での川崎区と麻生区の伸びは注目される。大企業の好業績（特に中国関連であろう）とＩＴ

を中心とする中堅企業が活躍していると推測される。

2.2 シフトシェア分析＊１

この分析方法の基本的意図は、特定の要因が一定期間内で他の要因の変化にどれくらい影響し
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ているかを知ることである。ここでは人口の1997年から2004年にかけての変化が工業活動と商業

活動の変化という要因によってどれくらい影響を受けているか、説明されるかを知る事である。

当然、その要因によっては説明できない部分はどれくらいあるかも数量的に明確にされる。表４

と表５に結果が示されている。変化を示す記号を以下のように定める。

G=現実の変化量

R=全国レベルでの成長率で増加した場合の量、理論的推定値

S = G－R その地域だけが特殊要因で成長している変化量

例えば、Ｓは商業活動が活発になった故に買い物の便利さが向上して、居住に適すると評価さ

れて、人口も増大する事が考えられる。全国レベルでも当然それはあり得る。それが個別の地域

で引き上げられる人口の増大は、全国レベルでの引き上げられた分とその地域が持つ特別な商業

活動の有利さ引き上げた（或いは減少したときには引き下げた）数に分けられるとする。正の数

であれば、その地域の商業活動が魅力的だったと言える。非商業要因、例えば「緑が豊富である」

或いは「医療機関が整っている」などの要因も複合して人口の増大は考えられるが、それは説明

できない要因となる。

このＳの大きさを特定の要因の増加に対応した部分（Sp）とその他の要因によって影響された

部分（Sd）に分ける。全体が増加しているとき、Spが正であれば、その地域においては特定の

要因が貢献していることになる。そしてSpとSdの比率を求めて、１より大であれば、特定要因

の影響が大きいといえる。しかし１より小であれば他の要因が何であるかを推測し、統計調査す

ることになる。Spが負であれば、阻害要因となっていると解釈される。

「大川崎地域」が地域全体として工業の発展と商業の発展という「都市化要因」によって人口

の増大（流入と自然増）がなされているとしよう。この地域全体が均等に増大するとすれば、す

なわち各「市」や「区」が全て地域全体と同じ速度で人口が増大するとすれば、それぞれの増大

数が計算(R)できる。しかしそれは「現実」の数字(G)とは異なる。それはその地域の特徴を表し

ているのである。その地域の特徴が、採り上げられた指標によってどれくらい影響されている、

或いは説明できるかを知るのが次の段階である。

人口の伸び率は川崎区、幸区、中原区及び多摩区は大川崎地域よりも低い伸び率である。そし

て川崎市全体も僅かではあるが、低い。主として工業地域である。多摩区はシフト・シェア分析

で見る限りでは、商業活動が負の影響を及ぶしている(買い物が不便)が、工業活動は正の影響を

している。

人口増加が商店数の増加と連動するとされるのは、高津区と麻生区である。麻生区では、商業

活動の増大がもっと人口を増加させるのだが、別の要因が引き下げる方向に働いているのである。

宮前区は、商店数の変化が人口を引き下げる方向に作用している。川崎市全体では、商店数の伸

びに基ずく人口増は、理論的な数より382人少ない。商店数の変化を理由とする人口変化は、５

万３千人ほど減少するのであるが、その他の要因がそれを阻止して、人口を増大させている、と

いうことになるのである。それゆえ商店数の伸びは人口の伸びを説明しているとは言えないので

ある。

工場の増加が人口をどれくらい引きつけているか、検討しよう。高津区、多摩区、宮前区そし
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て麻生区でSpが正の値をとっている。しかし川崎市全体としては、大川崎地域の工業化による人

口増加とは異なる。工業活動が人口増加を大きく引き下げる方向に作用している。しかし現実に

は人口は増大しているのである。これは「大川崎地域」内部の「川崎市全体」は工業と商業の影

響では人口増加を説明できないということになる。

３．ＧＩＳ利用による分析

地理情報システム（Geographic Information System 略してGIS）の最も単純な利用方法を用

いて分析してみる。ここでは単純に上述の地域を地図上で示し、密度、増減率、分布の差を図1

から図5までに示した。図1は人口密度、図２は工場密度、図３は小売り商店密度である。濃淡差

で大小が判別できる。人口密度は内陸部が高く、丘陵部は低い。工場は臨海部と内陸部で密度が

高い。大田区に中小規模の工場が多いことが読み取れる。内陸部になるに従って住宅地であるこ

ともわかる。商業活動は人口の動きと密接に関わると考えられる。日常の買い物行動の便利さか

ら推測されるのである。しかし人口密度と商店密度の相関係数(2004年)は0．11であり、対応関

係があるとはいえない。商業地域は一般に地価が高いので住宅地に利用されることが少ないので

あろう。学校や病院といった生活関連施設は整えられているケースが多いが、大型の高級マンシ

ョンでないと採算が難しいのである。人口密度は高くならない。図４は人口増加率、図５は小売

り販売額の増加率である。こちらの相関係数は0．88であり、そうとう密接に関連すると推測で

きる。日常生活品は近隣の商店で購入することが一般的だからであろう。

販売額は都筑区の増大が著しい。しかし売り場面積当たりの売上額を見ると大川崎地域内の全

地域で減少している。人口増や交通の便利さの改善などの発展要因を見込んで店舗拡張や新規立

地があったが、まだその効果が出てきていないと推測される。

人口密度、工場密度及び商店密度に関して大川崎地域全体を「100」に標準化して、それぞれ

の地区の全体からの乖離度を計算し、その合計の差からみたものを図６に示しているた。300に

近いほど全体の平均に近い。値が大きいことは高密度の方向で乖離度が高く、「大田区」「中原区」

と「幸区」が相当する。これは過密状態を意味し、開発余地が少ないといえる。最も小さい値す

なわち低密度で乖離度が高い、換言すれば開発余地がまだあるのは「多摩市」である。この差を

形成する最大の要因は「工場密度」で、その最大値と最小値の差は331である。乖離度の差が最

も小さいのは人口密度で112である。川崎区は大規模工場が多いため、密度は小さくなる。そし

て工場地帯であるが故に人口も少ないので、開発余地あり、と言う結果になっている。一方大田

区、中原区、幸区は中小工場や商店が多く、人口密度も高いので開発余地は少ない、という結果

である。丘陵部は工業集積も商業集積も少なく、人口密度も高くない。しかしこの地域の開発に

は、地球環境問題(温暖化問題)から緑を少なくする開発は好ましくないと言う意見も出るであろ

う。この調整は屋上緑化や壁面緑化、そして公共交通機関の整備で解決することが考えられる。

また既に開発されている場所の再開発に期待がかけられる。工場跡地などのブラウンフィールド

を土壌汚染の解決後に再開発するのである。

全体から見て言えることは、南北では人口増加などで差がかなり顕著に見られるが、東西、隣

接する市区とは差が少ないことである。それは競合関係にあると考えてよい。川崎市内の区での

専修大学都市政策研究センター論文集　第３号　2007年３月〈 253 〉

249-260-黒田  07.4.5  11:19 AM  ページ253



競合よりも隣接市区との競合が顕著なのである。データとして生活環境指標の整備が整えば明確

な差が図示できるであろう。緑地、公園、病院、金融機関や学校や図書館といったものの立地が

明確に把握でき、図示できれば差が明確になる。
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表２　大川崎地域の工業活動の状況
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表
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表４　シフトシェア分析（人口と工業）

表５　シフトシェア分析（人口と商業）
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図１　大川崎地域　市区別１平方キロ当たり人口数（2004年）
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図２　大川崎地域　市区別１平方キロ当たり工場数（2004年）
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図３　大川崎地域　市区別１平方キロ当たり商店数（2004年）
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図４　大川崎地域　市区別人口増加率（1997年から2004年）の分布
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図５　大川崎地域　市区別小売り販売額増加率（97～04年）
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図６　大川崎地域　市区別密度（人口、工場、商店）の乖離値の合計分布（2004年）
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